平成31年4月23日
　各指定障害児通所支援事業所　代表者　様
名古屋市子ども青少年局
子育て支援部子ども福祉課
障害児通所支援事業所におけるブロック塀等の設置状況及び補助希望調査について（依頼）
日頃は、本市の障害福祉行政に多大なるご理解とご協力をいただき、心からお礼を申し上げます。
さて、大阪府北部を震源とする地震により女子児童が亡くなる事故が発生したことを受け、本市において必要な安全対策の検討を進めるため、平成30年12月7日付け「障害児通所支援事業所におけるブロック塀等の安全点検等状況調査について（依頼）」において、ブロック塀等の設置状況等につき調査を実施させていただきました。
この度、本市においてブロック塀等の整備補助の検討を進めるにあたり、改めて整備補助の希望調査も含む設置状況等調査を行うことといたしました。
お忙しい中、度重なる依頼で大変恐縮ではございますが、下記によりご回答くださいますようお願いします。
記
１　依頼事項
各事業所におけるブロック塀等の設置状況及び整備補助希望調査
２　整備補助概要（※下記内容は想定であり、補助の有無や補助内容を含め、今回の調査結果を参考に検討予定）
	区分
	内容

	補助対象者
	市内の指定障害児通所支援事業所を現に運営する法人
※借家・借地の場合、当該建物・土地所有者に対する補助はできません。

	整備内容
	安全点検の結果、問題のあるブロック塀等（組積造又はコンクリートブロック造）の工事を伴う改修等整備で、整備費が３００千円以上（消費税等込）のもの。（上限額については、必要に応じて別途協議。）
※他施設の補助内容を参考として掲載しています。

	補助率
	整備費の3/4（事業者負担額は整備費の1/4）
※他施設の補助率を参考として掲載しています。

	整備年度
	平成31年度

	財産処分の制限
	ブロック塀の場合15年（金属造のフェンス等にする場合10年）を経過するまで、市長の承認を受けることなく、補助金の交付目的に反して使用したり、譲渡したりすることはできません。また事業所を移転したり廃止したりする場合等には、補助金の返還を求めることがありますのでご留意ください。


３　回答方法等
・別紙「ブロック塀設置状況調査票」作成の上、FAX（052-972-4438）にてご回答ください。
・前回の照会で「ブロック塀なし」としてご回答いただきました事業所で変更がない場合は今回ご回答いただく必要はありません。
・なお、ブロック塀等（組積造又はコンクリートブロック造）のある事業所におきましては、別添「ブロック塀の点検のチェックポイント」を参考にしていただき、回答作成をお願いします。
・回答期限：平成31年5月7日（火）正午　必着厳守
※　今回の調査で、期限までにご回答のない事業所につきましては、最終的に「ブロック塀等がない」もしくは「ブロック塀等の改修等の必要がない」事業所と判断させていただきますので、漏れのないようご回答ください。
４　注意事項
(1) 本市の整備補助実施の有無については、今回の調査結果を踏まえて検討してまいります。
 (2) 整備補助を実施することとなった場合は、改めて本市に対する整備補助申請に係る正式な提出書類のご案内を行う予定です。


名古屋市子ども青少年局子ども福祉課子ども施設係　行　（FAX：052－972－4438）
※必ずFAXで送信してください（送信書不要）
※回答は事業所ごとに作成をお願いします（同一敷地の場合を除く。）
	設問
	回 答 欄

	【問1】
回答者の
連絡先等
	〔回答者名〕
〔TEL・FAX〕
〔電子メールアドレス〕


	【問2】
法人名
	

	【問3】
施設・事業所名
（事業所・住居ごとに回答してください）
	〔回答する事業所名〕
〔回答する事業所の所有状況〕
該当する項目に☑を付けてください。
□　自己所有
□　賃貸
〔回答する事業所の所在地〕


	【問4】
ブロック塀の
設置状況
	該当する項目に、☑を付けてください
□　ブロック塀等（組積造又はコンクリートブロック造）がない　
→質問は以上です。1枚目のみFAX送信してください。

□　ブロック塀等（組積造又はコンクリートブロック造）がある
　　→【問5】へお進みください。

	【問5】
改修等整備補助の希望
	該当する項目に、☑を付けてください。
□　希望なし（理由もご回答ください）　
（希望しない理由）
　□既に改修等の対応済みなど、安全性に問題がないため
□賃貸であり貸主との調整が困難なため
　□法人自己資金で対応可能なため（実施(予定)時期：  年　月）
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　）
→質問は以上です。1枚目のみFAX送信してください。

□　希望あり　→回答用紙2枚目【問6・7】をご回答ください。
※補助を実施する場合、事業者負担分も発生します。
※賃貸であっても改修について貸主との調整が可能であり、かつ事業者の負担で改修する場合にのみ「希望あり」としてください。借家・借地の場合、当該建物・土地所有者に対する補助の予定はありません。



	【問6】
予定する
整備内容
	該当する項目に、☑を付けてください（複数の場合は、全てに付けてください）。
□ブロック塀の建替え
□ブロック塀の補強
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問7】
ブロック塀
の長さ
	ブロック塀の長さを記入してください。　
長さ　　　　　　　　　ⅿ　※小数点第1位まで記載
　　　　　　　
※なお、整備補助をすることとなった場合は、「希望あり」の事業者あてに整備補助申請に係る提出書類のご案内を改めて行う予定です。



※設問は以上です。回答用紙2枚（希望なしの場合は1枚）ともFAX送信してください。お忙しい中ご協力いただき、ありがとうございました。
＜問合わせ先＞


〒460-8508　名古屋市中区三の丸三丁目1番1号


名古屋市子育て支援部子ども福祉課子ども施設係　担当：神谷、山田


電話052-972-4641　FAX 052-972-4438





別紙　回答用紙（１／２枚目）





別紙　回答用紙（２／２枚目）








